
●内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向けエクスポージャー、
　PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、適格リボルビング型リテール向け
　エクスポージャー及びその他リテール向けエクスポージャー毎の直前期における損失額の実績値と過去の実績値との対比

連結
増減額

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

平成27年9月期
18,572

-
-
6

2,737
-

219
21,536

平成26年9月期
区分

単体
増減額

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

平成27年9月期
18,572

-
-
6

214
-

185
18,978

22,595
-
-

19
2,861

-
245

25,722

22,595
-
-

19
219

-
188

23,022

� △ 4,023
-
-

� △ 12
� △ 124

-
�△ 26

� △ 4,185

� △ 4,023
-
-

� △ 12
� △ 5

-
� △ 3

� △ 4,044

平成26年9月期
区分

●内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向けエクスポージャー、
　PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、適格リボルビング型リテール向け
　エクスポージャー及びその他リテール向けエクスポージャー毎の長期にわたる損失額の推計値と実績値との対比

連結

単体

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

42,829
79

912
135

12,793
305
703

57,759

区分

平成26年9月期

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

42,894
79

912
172

12,151
305
681

57,198

△ 20,233
△ 79
△ 912
△ 116
△ 9,931
△ 305
△ 457

△ 32,037

（単位：百万円）

（単位：百万円）

△ 20,299
△ 79
△ 912
△ 153

△ 11,931
△ 305
△ 493

△ 34,175

22,595
-
-

19
2,861

-
245

25,722

22,595
-
-

19
219

-
188

23,022

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）
37,855

75
203

-
12,111

378
731

51,355

損失額の実績値（A）

平成27年9月期

平成26年9月期

平成25年9月期

平成25年9月期 平成27年9月期

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）
37,981

75
203

-
11,721

378
726

51,086

△ 19,283
� △ 75

� △ 203
� 6

� △ 9,373
� △ 378
� △ 511

� △ 29,819

 △ 19,409
�  △ 75

�  △ 203
�  6

�  △ 11,507
�  △ 378
�  △ 541

�  △ 32,108

50,803
105

1,218
93

13,197
315
844

66,579

50,877
105

1,218
93

12,512
315
825

65,948

△ 24,396
△ 105
△ 1,218
△ 93

△ 10,052
△ 315
△ 657

△ 36,839

△ 24,470
△ 105
△ 1,218
△ 93

△ 12,192
△ 315
△ 718

△ 39,113

26,407
-
-
-

3,144
0

187
29,739

26,407
-
-
-

319
0

107
26,834

18,572
-
-
6

2,737
-

219
21,536

18,572
-
-
6

214
-

185
18,978

損失額の実績値（A）

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）
区分

（注）1. 損失額の実績値は、過去１年間に生じた直接償却額及び債権売却損失額と期末時点における個別貸倒引当金及び要管理先に対する一般貸倒引当金の合計額であります。なお、価格変動
リスクの実現のみによる売却損や償却は含めておりません。

2. 連結の損失額の実績値においては、内部格付手法適用子会社である京都信用保証サービス株式会社の求償債権に係る直接償却額、債権売却損失額及び個別貸倒引当金のほか、保証債務に
係る個別貸倒引当金及びデフォルトした債権の一般貸倒引当金を含めております。

（注）損失額の実績値は、過去１年間の実績値としております。また、損失額の推計値は、前年同期の自己資本比率算出の際に用いた期待損失額としております。

＜要因分析＞
主に、事業法人向けエクスポージャーにおいて、破綻懸念先以下の与信残高の減少に伴い個別貸倒引当金が減少したことから、損失額の実績値は前年対比減少しました。

（単位：百万円）

平成26年9月期項目 平成27年9月期
ネッティング効果ならびに担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額
　グロス再構築コストの合計額
　グロスのアドオンの合計額
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果額
ネッティング効果勘案後で担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額  
　派生商品取引
　　外国為替関連取引及び金関連取引
　　金利関連取引
　　株式関連取引
　　貴金属関連取引（金取引を除く）
　　その他コモディティ関連取引
　クレジット・デリバティブ
　長期決済期間取引
担保の額
　適格金融資産担保
　適格資産担保
ネッティング効果ならびに担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

（A）

（B）

（C）＝（A）－（B）

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

信用リスク削減手法
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

8,751

4,311
4,440

-

8,751

8,751
4,924
3,827

-
-
-
-
-

1,226
60

1,165

8,722

8,824

4,489
4,334

-

8,824

8,824
5,554
3,270

-
-
-
-
-

1,057
36

1,021

8,824

（単位：百万円）

平成27年9月期
適格金融資産

担保
適格資産
担保 適格保証 クレジット・

デリバティブ
エクスポージャー区分

標準的手法適用分
内部格付手法適用分
　事業法人向け
　ソブリン向け
　金融機関等向け
　居住用不動産向け
　適格リボルビング型リテール向け 
　その他リテール向け
合計

-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
425,714
261,217
129,343

-
896

2,708
31,549

425,714

-
434,272
433,463

809
-
-
-
-

434,272

9,314
43,809
15,546

-
28,263

-
-
-

53,124

平成26年9月期
適格金融資産

担保
適格資産
担保 適格保証 クレジット・

デリバティブ
-
-
-
-
-
-
-
-
-

-
478,482
298,302
144,331

-
1,158
6,345

28,343
478,482

-
422,838
422,158

680
-
-
-
-

422,838

9,773
61,852
17,372

-
44,480

-
-
-

71,626

（注）1. グループ会社において信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーはございません。
　　　2. 適格金融資産担保とは、現預金、国債・地方債、上場株式等であります。
　　　3. 適格資産担保とは、割引手形勘定の商業手形や電子記録債権、法的に有効な担保権が設定されている不動産担保等であります。

（注）1. 全ての派生商品取引において、与信相当額はカレントエクスポージャー方式を採用して算出しております。
　　　2. グループ会社において派生商品取引はございません。
　　　3. クレジット・デリバティブに該当する取引はございません。
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